
                             教 職 第 ４ － ２ 号  
                             平 成 ２ ９ 年 ４ 月 ４ 日  
 
 関係市町村教育委員会教育長 
 関 係 市 町 村 立 学 校 長 
 
                        埼玉県教育局教育総務部教職員課長  
                                 （公印省略） 

 
 

給与関係規程について（通知） 

 
 下記の給与関係規則等について通知します。  

 

記  

 

１  教育委員会規則 

 (1) 学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則  
    （埼玉県教育委員会規則第１号） 

 (2) 学校職員の給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則  

    （埼玉県教育委員会規則第２号） 

 (3) 学校職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正する規則  
    （埼玉県教育委員会規則第３号） 

 (4) 学校職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則  

    （埼玉県教育委員会規則第４号） 

  

 

２  通知 

 (1) 「学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について」の一部改

正について 

 (2) 「学校職員の復職等に伴う号給の調整等について」の一部改正について 

 (3) 「特別支援学級担当及び解任に係る給料の調整額支給調書等について」の一部改正

について 

 (4) 「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正について  

 (5) 「新幹線鉄道等の利用に係る通勤手当の取扱いについて」の一部改正について 

 (6) 「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」の一部改正について 

 (7) 「学校職員の管理職員特別勤務手当の支給等について」の一部改正について 

 (8) 「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」の一部改正について 

 (9) 「勤勉手当の支給にかかる成績率について」の廃止について  

 (10) 「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について 

 (11) 「学校職員の特殊勤務手当の運用について」の一部改正について 

 (12) 職員の旅費に関する条例等の運用方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

様  



３  その他 

 (1) 時間外勤務手当の手当額算定の基礎となる勤務１時間あたりの給与額の算定方法 

     について 

 

     （給料月額※１  ＋ 給料月額  × 9.7／ 100 ＋  ※２）× 12月     

   （ 52［週］×38.75［時間］）－（年間の休日の日数×7.75［時間］） 

                         ↓ 

                 平成 29年度は、 16日(124時間）となります。 

 

※１  給料月額には経過措置額が支給される場合はその額を含む。 

※２  へき地手当及びへき地手当に準ずる手当が支給されている場合は、別途加算す

る。 

※  再任用短時間勤務職員・任期付短時間勤務職員については、 

    38.75時間→週当たり勤務時間、 7.75時間→（週当たり勤務時間÷５） 

     となります。 

 

 

 

(2) 平成 29年度における交通用具使用者（併用者を含む。）に係る通勤手当の月額の 

   算定方法について  

    2,000円＋（認定距離［ km・端数切捨］－ 2km）×加算額 

                          ↓ 

                   平成 29年度は、 500円となります。 

                   （※平成 28年度： 590円）  

 

 

 (3) 平成 29年度の給料の経過措置について  

     平成 29年度においては、下の額を本来給料月額（給料表に定められた給料月額のこ

とをいう。以下同じ。）とは別に支給する。 

   （（平成 27年３月 31日の給料月額）－（平成 29年度の本来給料月額））×１／３ 

    ※経過措置の詳細については、平成 27年３月 27日付け教職第 1411-1号「給与関係規程

について（通知）」を参照すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜規則等の改正の概要＞   規則の施行期日は全て、平成２９年４月１日  

 

１  教育委員会規則 

 (1) 学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則  

 職員の勤務成績を反映させる昇給区分を新たに定め、校長と校長以外の昇給の

号給数をそれぞれ規定する。  
 (2) 学校職員の給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則  

    職員の任命権を持つ指定都市（さいたま市）の職員が本県の学校職員の給与条

例の適用対象から除かれることにより、職員が任命権者を異にして異動をするこ

とがなくなるため、該当する規定を削除する。  
 (3) 学校職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正する規則  

    秩父市立吉田小学校太田部分校が平成２９年４月１日に廃校となることに伴う

規定の整備。 

 (4) 学校職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則  

    職員の任命権を持つ指定都市（さいたま市）の職員が本県の学校職員の給与条

例の適用対象から除かれることにより、職員が任命権者を異にして異動をするこ

とがなくなるため、該当する規定を削除する。  
 
２  通知  

 (1) 「学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について」の一

部改正について  

   機関名称変更に伴う文言の整備。 

 (2) 「学校職員の復職等に伴う号給の調整等について」の一部改正について  

   さいたま市に係る規定を削る。 

 (3) 「特別支援学級担当及び解任に係る給料の調整額支給調書等について」の一部

改正について  

   さいたま市に係る規定を削る。 

 (4) 「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正について  

   さいたま市に係る規定を削る等の文言の整備。 

 (5) 「新幹線鉄道等の利用に係る通勤手当の取扱いについて」の一部改正について  

   さいたま市に係る規定を削る。 

 (6) 「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」の一部改正について  

   さいたま市に係る規定を削る。 

 (7) 「学校職員の管理職員特別勤務手当の支給等について」の一部改正について  

   さいたま市に係る規定を削る。 

 (8) 「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」の一部改正について  

   さいたま市に係る規定を削り、併せて、経過措置終了に伴い、文言を整備する。 

 (9) 「勤勉手当の支給にかかる成績率について」の廃止について  

   制度改正に伴い、当該通知を廃止する。  

 (10) 「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について 



   教育四級職員を特定幹部職員に準じて取扱う。 

 (11) 「学校職員の特殊勤務手当の運用について」の一部改正について  

   さいたま市に係る規定を削る。 

 (12) 職員の旅費に関する条例等の運用方法について  

   新幹線はやぶさを旅行命令権者が認めた場合に利用できることとする。 
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学
校
職
員
の
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ

こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日

埼
玉
県
教
育
委
員
会
委
員
長

岩

本

育

子

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
一
号

学
校
職
員
の
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

学
校
職
員
の
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
埼
玉
県
教
育

委
員
会
規
則
第
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
四
条
中
「
五
十
五
歳
を
超
え
る
職
員
（
第
二
十
八
条
第
一
項
各
号
に
お
い
て
「
高
年
齢
層

職
員
」
と
い
う
。
）
で
あ
る
と
き
は
、
五
十
五
歳
を
超
え
た
日
の
直
前
の
四
月
一
日
以
後
の
期
間

に
つ
い
て
は
、
二
」
を
「
教
育
委
員
会
が
別
に
定
め
る
職
員
で
あ
る
と
き
は
、
教
育
委
員
会
が
別

に
定
め
る
数
」
に
改
め
る
。

第
二
十
八
条
中
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

条
例
第
六
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
昇
給
を
さ
せ
る
場
合
の
号
給
数
は
、
職
員
の
勤
務
成
績

に
応
じ
て
決
定
さ
れ
る
昇
給
の
区
分
（
以
下
「
昇
給
区
分
」
と
い
う
。
）
に
応
じ
て
別
表
第
十

八
に
定
め
る
昇
給
号
給
数
表
（
条
例
第
十
二
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
教
育
四
級
職
員
（
以

下
「
教
育
四
級
職
員
」
と
い
う
。
）
に
あ
つ
て
は
、
別
表
第
十
九
に
定
め
る
教
育
四
級
職
員
昇

給
号
給
数
表
）
に
定
め
る
号
給
数
と
す
る
。

２

職
員
の
昇
給
区
分
は
、
前
条
に
規
定
す
る
勤
務
成
績
の
証
明
に
基
づ
き
、
当
該
職
員
が
次
の

各
号
に
掲
げ
る
職
員
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
昇
給
区
分
に
決

定
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
昇
給
日
前
一
年
間
（
当
該
期
間
の
中
途
に
お
い

て
新
た
に
職
員
と
な
つ
た
者
に
あ
つ
て
は
、
新
た
に
職
員
と
な
つ
た
日
か
ら
昇
給
日
の
前
日
ま

で
の
期
間
。
以
下
「
基
準
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年

法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
懲
戒
処
分
を
受
け
た
職
員
そ
の
他
教
育

委
員
会
が
定
め
る
職
員
に
あ
つ
て
は
、
教
育
委
員
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
決
定
す
る
も
の

と
す
る
。

一

勤
務
成
績
が
特
に
良
好
で
あ
る
職
員

一
号
該
当

二

勤
務
成
績
が
良
好
で
あ
る
職
員

二
号
該
当

三

前
二
号
に
掲
げ
る
職
員
以
外
の
職
員

次
に
掲
げ
る
職
員
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
に
応

じ
、
次
に
定
め
る
昇
給
区
分

イ

勤
務
成
績
が
や
や
良
好
で
な
い
職
員

三
号
該
当

ロ

勤
務
成
績
が
良
好
で
な
い
職
員

四
号
該
当

３

次
の
各
号
に
掲
げ
る
職
員
の
昇
給
区
分
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
各
号
に
定



め
る
昇
給
区
分
に
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。

一

教
育
委
員
会
の
定
め
る
事
由
以
外
の
事
由
に
よ
つ
て
基
準
期
間
の
六
分
の
一
に
相
当
す
る

期
間
の
日
数
以
上
の
日
数
を
勤
務
し
て
い
な
い
職
員
（
前
項
第
三
号
ロ
に
該
当
す
る
職
員
及

び
次
号
に
掲
げ
る
職
員
を
除
く
。
）

三
号
該
当

二

教
育
委
員
会
の
定
め
る
事
由
以
外
の
事
由
に
よ
つ
て
基
準
期
間
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る

期
間
の
日
数
以
上
の
日
数
を
勤
務
し
て
い
な
い
職
員

四
号
該
当

第
二
十
八
条
第
五
項
中
「
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
職
員
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
」
を
「
一

の
昇
給
日
に
お
い
て
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
一
号
該
当
の
昇
給
区
分
に
」
に
、
「
定
数
」
を
「
定

数
、
第
五
項
の
教
育
委
員
会
の
定
め
る
割
合
」
に
改
め
、
「
別
に
定
め
る
」
の
下
に
「
号
給
数
を

超
え
な
い
も
の
と
す
る
」
を
加
え
、
同
項
を
第
九
項
と
し
、
同
条
中
第
四
項
を
第
六
項
と
し
、
同

項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

７

第
一
項
及
び
前
項
の
規
定
に
よ
る
昇
給
の
号
給
数
が
零
と
な
る
職
員
は
、
昇
給
し
な
い
。

８

第
一
項
又
は
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
昇
給
の
号
給
数
が
、
昇
給
日
に
そ
の
者
が
属
す
る
職
務

の
級
の
最
高
の
号
給
の
号
数
か
ら
当
該
昇
給
日
の
前
日
に
そ
の
者
が
受
け
て
い
た
号
給
（
当
該

昇
給
日
に
お
い
て
職
務
の
級
を
異
に
す
る
異
動
又
は
第
二
十
二
条
に
規
定
す
る
異
動
を
し
た
職

員
に
あ
つ
て
は
、
当
該
異
動
後
の
号
給
）
の
号
数
を
減
じ
て
得
た
数
に
相
当
す
る
号
給
数
を
超

え
る
こ
と
と
な
る
職
員
の
昇
給
の
号
給
数
は
、
第
一
項
及
び
第
六
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

当
該
相
当
す
る
号
給
数
と
す
る
。

第
二
十
八
条
第
三
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

４

前
項
の
規
定
に
よ
り
昇
給
区
分
を
決
定
す
る
こ
と
と
し
た
場
合
に
三
号
該
当
又
は
四
号
該
当

の
昇
給
区
分
と
な
る
職
員
に
つ
い
て
、
そ
の
者
の
勤
務
成
績
を
総
合
的
に
判
断
し
た
場
合
に
当

該
昇
給
区
分
に
決
定
す
る
こ
と
が
著
し
く
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
同
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
昇
給
区
分
よ
り
上
位
の
昇
給
区
分
（
一
号
該
当
の
昇
給
区
分
を
除
く
。
）

に
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

５

前
三
項
の
規
定
に
よ
り
昇
給
区
分
を
決
定
す
る
職
員
の
総
数
に
占
め
る
一
号
該
当
の
昇
給
区

分
に
決
定
す
る
職
員
の
数
の
割
合
は
、
教
育
委
員
会
が
別
に
定
め
る
。

第
三
十
六
条
第
一
項
中
「
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
」
を
削
る
。

別
表
第
十
七
の
次
に
次
の
二
表
を
加
え
る
。

別
表
第
十
八

昇
給
号
給
数
表
（
第
二
十
八
条
関
係
）

備
考

こ
の
表
に
定
め
る
上
段
の
昇
給
の
号
給
数
は
条
例
第
六
条
第
七
項
の
規
定
の
適
用
を
受

四
号
該
当

三
号
該
当

二
号
該
当

一
号
該
当

昇
給
区
分

〇 二 四
五
以
上

〇 〇 〇
一
以
上

昇
給
の
号
給
数



け
る
職
員
以
外
の
職
員
に
、
下
段
の
昇
給
の
号
給
数
は
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
職

員
に
適
用
す
る
。

別
表
第
十
九

教
育
四
級
職
員
昇
給
号
給
数
表
（
第
二
十
八
条
関
係
）

備
考

こ
の
表
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
は
、
昇
給
号
給
数
表
の
備
考
を
準
用
す
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

四
号
該
当

三
号
該
当

二
号
該
当

一
号
該
当

昇
給
区
分

〇 〇 四
六
以
上

〇 〇 〇
二
以
上

昇
給
の
号
給
数



学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表（傍線の部分は、改正部分）

新旧

学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則

第一条～第十三条（略）第一条～第十三条（略）

第十四条次の各号に掲げる経験年数を有する職員については、第十二条の

規定による号給（前条の規定による号給を含む。以下この項において「基

準号給」という。）の号数に、当該経験年数のうち採用する日の直前の四

月一日の前日（採用する日が四月一日である場合にあつては、その前日）

までの経験年数の月数を十八月（第一号及び第三号に掲げる経験年数のう

ち五年までの年数並びに第二号に該当する者で必要経験年数が五年未満

の年数とされている職務の級に決定されたものの同号に掲げる経験年数

のうち五年から当該必要経験年数を減じた年数を超えない年数並びに第

一号から第三号までに掲げる経験年数のうち五年を超える経験年数（第二

号に該当する者で必要経験年数が五年未満の年数とされている職務の級

に決定されたものにあつては、同号に掲げる経験年数のうち五年から当該

必要経験年数を減じた年数を超える経験年数）について職員の職務にその

経験が直接役立つと認められる職務であつて埼玉県教育委員会（以下「教

育委員会」という。）の定めるものに従事した期間のある職員の経験年数

のうち部内の他の職員との均衡を考慮して教育委員会が相当と認める年

数（以下「有用経験年数」という。）のそれぞれの月数については、十二

月。第一号及び第三号に掲げる経験年数のうち五年を超え十年までの年数

（有用経験年数を除く。）、第二号に該当する者で必要経験年数が五年未

満の年数とされている職務の級に決定されたものの同号に掲げる経験年

数のうち五年から当該必要経験年数を減じた年数を超える年数の五年ま

での年数（有用経験年数を除く。）並びに同号に該当する者で必要経験年

数が五年以上十年未満の年数とされている職務の級に決定されたものの

同号に掲げる経験年数のうち十年から当該必要経験年数を減じた年数を

超えない年数（有用経験年数を除く。）のそれぞれの月数については、十

五月）で除して得た数に四（教育委員会が別に定める職員であるときは、

教育委員会が別に定める数）を乗じて得た数（一に満たない端数は、切り

捨てる。）を加えて得た数を号数とする号給をもつて、その者の初任給と

して受けるべき号給とすることができる。

一～三（略）

第十四条次の各号に掲げる経験年数を有する職員については、第十二条の

規定による号給（前条の規定による号給を含む。以下この項において「基

準号給」という。）の号数に、当該経験年数のうち採用する日の直前の四

月一日の前日（採用する日が四月一日である場合にあつては、その前日）

までの経験年数の月数を十八月（第一号及び第三号に掲げる経験年数のう

ち五年までの年数並びに第二号に該当する者で必要経験年数が五年未満

の年数とされている職務の級に決定されたものの同号に掲げる経験年数

のうち五年から当該必要経験年数を減じた年数を超えない年数並びに第

一号から第三号までに掲げる経験年数のうち五年を超える経験年数（第二

号に該当する者で必要経験年数が五年未満の年数とされている職務の級

に決定されたものにあつては、同号に掲げる経験年数のうち五年から当該

必要経験年数を減じた年数を超える経験年数）について職員の職務にその

経験が直接役立つと認められる職務であつて埼玉県教育委員会（以下「教

育委員会」という。）の定めるものに従事した期間のある職員の経験年数

のうち部内の他の職員との均衡を考慮して教育委員会が相当と認める年

数（以下「有用経験年数」という。）のそれぞれの月数については、十二

月。第一号及び第三号に掲げる経験年数のうち五年を超え十年までの年数

（有用経験年数を除く。）、第二号に該当する者で必要経験年数が五年未

満の年数とされている職務の級に決定されたものの同号に掲げる経験

年数のうち五年から当該必要経験年数を減じた年数を超える年数の五

年までの年数（有用経験年数を除く。）並びに同号に該当する者で必要経

験年数が五年以上十年未満の年数とされている職務の級に決定されたも

のの同号に掲げる経験年数のうち十年から当該必要経験年数を減じた年

数を超えない年数（有用経験年数を除く。）のそれぞれの月数については、

十五月）で除して得た数に四（五十五歳を超える職員（第二十八条第一項

各号において「高年齢層職員」という。）であるときは、五十五歳を超え

た日の直前の四月一日以後の期間については、二）を乗じて得た数（一に

満たない端数は、切り捨てる。）を加えて得た数を号数とする号給をもつ

て、その者の初任給として受けるべき号給とすることができる。

一～三（略）
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２（略）

第十五条～第二十七条（略）

（昇給の号給数）

第二十八条条例第六条第五項の規定による昇給をさせる場合の号給数は、

職員の勤務成績に応じて決定される昇給の区分（以下「昇給区分」という。）

に応じて別表第十八に定める昇給号給数表（条例第十二条の二第二項に規

定する教育四級職員（以下「教育四級職員」という。）にあつては、別表

第十九に定める教育四級職員昇給号給数表）に定める号給数とする。

２（略）

第十五条～第二十七条（略）

（昇給の号給数）

第二十八条条例第六条第六項の教育委員会規則で定める基準となる昇

給の号給数（第三項において「基準号給数」という。）は、前条に規定す

る勤務成績の証明に基づき、当分の間、次の各号に掲げる職員のいずれに

該当するかに応じ、当該各号に定める号給数とする。

一勤務成績が特に良好である職員六号給以上（高年齢層職員にあつて

は、四号給以上）

二勤務成績が良好である職員四号給（高年齢層職員にあつては、二号給）

三勤務成績が良好であると認められない職員三号給以下（高年齢層職員

にあつては、一号給以下）

２職員の昇給区分は、前条に規定する勤務成績の証明に基づき、当該職

員が次の各号に掲げる職員のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定

める昇給区分に決定するものとする。この場合において、昇給日前一年

間（当該期間の中途において新たに職員となつた者にあつては、新たに

職員となつた日から昇給日の前日までの期間。以下「基準期間」という。）

において、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十九条

の規定による懲戒処分を受けた職員その他教育委員会が定める職員にあ

つては、教育委員会の定めるところにより決定するものとする。

一勤務成績が特に良好である職員一号該当

二勤務成績が良好である職員二号該当

三前二号に掲げる職員以外の職員次に掲げる職員のいずれに該当す

るかに応じ、次に定める昇給区分

イ勤務成績がやや良好でない職員三号該当

ロ勤務成績が良好でない職員四号該当

２教育委員会の定める事由以外の事由によつて昇給日前一年間（当該期間

の中途において新たに職員となつた者にあつては、新たに職員となつた日

から昇給日の前日までの期間）の六分の一に相当する期間の日数を勤務し

ていない職員その他教育委員会の定める事由に該当する職員については、

前項第三号に掲げる職員に該当するものとして取り扱うことができる。

３次の各号に掲げる職員の昇給区分は、前項の規定にかかわらず、当該各

号に定める昇給区分に決定するものとする。

一教育委員会の定める事由以外の事由によつて基準期間の六分の一に

相当する期間の日数以上の日数を勤務していない職員（前項第三号ロに

該当する職員及び次号に掲げる職員を除く。）三号該当

二教育委員会の定める事由以外の事由によつて基準期間の二分の一

に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない職員四号該当

３基準号給数が、昇給日にその者が属する職務の級の最高の号給の号数か

ら当該昇給日の前日にその者が受けていた号給（当該昇給日において職務

の級を異にする異動又は第二十二条に規定する異動をした職員にあつて

は、当該異動後の号給）の号数を減じて得た数に相当する号給数を超える

こととなる職員の昇給の号給数は、第一項の規定にかかわらず、当該相当

する号給数とする。
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４前項の規定により昇給区分を決定することとした場合に三号該当又は

四号該当の昇給区分となる職員について、その者の勤務成績を総合的に

判断した場合に当該昇給区分に決定することが著しく不適当であると認

められるときは、同項の規定にかかわらず、当該昇給区分より上位の昇給

区分（一号該当の昇給区分を除く。）に決定することができる。

（新設）

５前三項の規定により昇給区分を決定する職員の総数に占める一号該

当の昇給区分に決定する職員の数の割合は、教育委員会が別に定める。

（新設）

６昇給日後に新たに職員となつた者又は同日後に第二十条第二項若し

くは第三十七条第一項の規定により号給を決定された者の新たに職員

となつた日後の最初の昇給日における昇給の号給数は、教育委員会が別に

定める。

７第一項及び前項の規定による昇給の号給数が零となる職員は、昇給しな

い。

８第一項又は第六項の規定による昇給の号給数が、昇給日にその者が属す

る職務の級の最高の号給の号数から当該昇給日の前日にその者が受けて

いた号給（当該昇給日において職務の級を異にする異動又は第二十二条に

規定する異動をした職員にあつては、当該異動後の号給）の号数を減じて

得た数に相当する号給数を超えることとなる職員の昇給の号給数は、第一

項及び第六項の規定にかかわらず、当該相当する号給数とする。

４昇給日後に新たに職員となつた者又は同日後に第二十条第二項若しく

は第三十七条第一項の規定により号給を決定された者の新たに職員とな

つた日後の最初の昇給日における昇給の号給数は、教育委員会が別に定め

る。

（新設）

（新設）

９一の昇給日において第二項の規定により一号該当の昇給区分に決定

する職員の昇給の号給数の合計は、職員の定数、第五項の教育委員会の定

める割合等を考慮して教育委員会が別に定める号給数を超えないものと

する。

第二十九条～第三十五条（略）

（復職時等における号給の調整）

第三十六条休職にされ若しくは地方公務員法第五十五条の二第一項ただ

し書に規定する許可（以下「専従許可」という。）を受けた職員が復職し、

派遣職員若しくは大学院修学休業（教育公務員特例法（昭和二十四年法律

第一号）第二十六条第一項に規定する大学院修学休業をいう。以下同じ。）

をした職員が職務に復帰し、又は休暇のため勤務しなかつた職員が再び勤

務するに至つた場合において、部内の他の職員との均衡上必要があると認

めるときは、復職し、職務に復帰し、又は再び勤務するに至つた日以後に

おいて、休職期間、専従許可の有効期間、派遣期間、大学院修学休業の期

５第一項第一号に掲げる職員に該当するものとして決定する職員の昇給

の号給数の合計は、職員の定数等を考慮して教育委員会が別に定める。

第二十九条～第三十五条（略）

（復職時等における号給の調整）

第三十六条休職にされ若しくは地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六

十一号）第五十五条の二第一項ただし書に規定する許可（以下「専従許可」

という。）を受けた職員が復職し、派遣職員若しくは大学院修学休業（教

育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十六条第一項に規定する

大学院修学休業をいう。以下同じ。）をした職員が職務に復帰し、又は休

暇のため勤務しなかつた職員が再び勤務するに至つた場合において、部内

の他の職員との均衡上必要があると認めるときは、復職し、職務に復帰し、

又は再び勤務するに至つた日以後において、休職期間、専従許可の有効期
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間又は休暇の期間（以下「休職等の期間」という。）を休職期間等調整換

算表（別表第十六）により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみ

なして昇給の場合に準じ、復職の日、復帰の日若しくは休暇の終了した日

の翌日（以下「復職等の日」という。）及び復職等の日後における最初の

昇給日又はそのいずれかの日に教育委員会の定めるところにより、昇給の

場合に準じてその者の号給を調整することができる。

２・３（略）

間、派遣期間、大学院修学休業の期間又は休暇の期間（以下「休職等の期

間」という。）を休職期間等調整換算表（別表第十六）により換算して得

た期間を引き続き勤務したものとみなして昇給の場合に準じ、復職の日、

復帰の日若しくは休暇の終了した日の翌日（以下「復職等の日」という。）

及び復職等の日後における最初の昇給日又はそのいずれかの日に教育委

員会の定めるところにより、昇給の場合に準じてその者の号給を調整する

ことができる。

２・３（略）

第三十六条の二～第四十条（略）第三十六条の二～第四十条（略）

別表第一～別表第十七（略）別表第一～別表第十七（略）

別表第十八昇給号給数表（第二十八条関係）

昇給区分昇給の号給数

一号該当五以上一以上

二号該当四〇

三号該当二〇

四号該当〇〇

（新設）

備考この表に定める上段の昇給の号給数は条例第六条第七項の規定の

適用を受ける職員以外の職員に、下段の昇給の号給数は同項の規定の

適用を受ける職員に適用する。

別表第十九教育四級職員昇給号給数表（第二十八条関係）

昇給区分昇給の号給数

一号該当六以上二以上

二号該当四〇

三号該当〇〇

四号該当〇〇

（新設）

備考この表の適用を受ける職員には、昇給号給数表の備考を準用する。
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学校職員の給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表（傍線の部分は、改正部分）

新旧

学校職員の給料等の支給に関する規則学校職員の給料等の支給に関する規則

第一条～第三条（略）第一条～第三条（略）

（削る）第三条の二職員が任命権者を異にして異動した場合においては、発令

の前日までの分の給料は、その月の現日数から学校職員の勤務時間、

休暇等に関する条例（平成七年埼玉県条例第二十八号。第十四条第一

項において「勤務時間条例」という。）第四条第一項、第五条及び第

六条の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数を基礎とした日割

による計算（以下「日割計算」という。）によりその者が従前所属し

ていた任命権者において支給し、発令の当日以降の分の給料は、その

者のその月に受ける給料の額からその者が従前所属していた任命権者

においてすでに支給された額を差し引いた額を、その者が新たに所属

することになつた任命権者において支給する。

２前項の場合において、その者が従前所属していた任命権者は、その

異動が給料の支給定日前であるときは、その際給料を支給し、その者

が新たに所属することとなつた任命権者は、その異動が給料の支給定

日後であるときは、その際給料を支給する。

第四条職員が月の中途において次の各号のいずれかに該当する場合に

おけるその月の給料は、その月の現日数から学校職員の勤務時間、休

暇等に関する条例（平成七年埼玉県条例第二十八号。以下「勤務時間

条例」という。）第四条第一項、第五条及び第六条の規定に基づく週

休日の日数を差し引いた日数を基礎とした日割による計算により支給

する。

第四条職員が月の中途において次の各号のいずれかに該当する場合に

おけるその月の給料は、日割計算により支給する。

一～九（略）

２（略）

第五条（略）

（扶養手当及び住居手当の支給）

一～九（略）

２（略）

第五条（略）

（扶養手当及び住居手当の支給）



改正案現行

第六条（略）

（削る）

第六条（略）

２職員が任命権者を異にして異動した場合におけるその異動した日の

属する月の扶養手当及び住居手当は、前項本文の規定にかかわらず、

その月の初日に職員が所属する任命権者において支給する。この場合

において、職員の異動がその月の給料の支給定日前であるときはその

際支給するものとする。

第七条（略）

（時間外勤務手当の支給）

第八条時間外勤務手当は、その月の分を翌月の給料の支給定日に支給

する。ただし、職員が任命権者を異にして異動し、又は離職し、若し

くは死亡した場合には、その異動し、又は離職し、若しくは死亡した

日までの分をその際支給することができるものとする。

２（略）

第九条～第十五条（略）

第七条（略）

（時間外勤務手当の支給）

第八条時間外勤務手当は、その月の分を翌月の給料の支給定日に支給

する。ただし、職員が離職し、又は死亡した場合には、その離職し、又

は死亡した日までの分をその際支給することができるものとする。

２（略）

第九条～第十五条（略）
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則
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す
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す
る
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布
す
る
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平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
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埼
玉
県
教
育
委
員
会
委
員
長

岩

本

育

子

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
三
号
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手
当
等
に
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す
る
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則
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す
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す
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上
欄
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級
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分
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八
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十
六

支
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に
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。別

表
を
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。
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は
、
平
成
二
十
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年
四
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一
日
か
ら
施
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す
る
。
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へき地手当等に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表（傍線の部分は、改正部分）

新旧

へき地手当等に関する規則へき地手当等に関する規則

第一条（略）

第二条削除

第一条（略）

第二条条例第十条の二第一項に規定するへき地学校及びその級別区分は、

別表のとおりとする。

（へき地手当の月額）

第三条条例第十条の二第一項に規定するへき地学校に勤務する学校職員

に支給するへき地手当の月額は、給料及び扶養手当の月額の合計額に、次

の表の上欄に掲げるへき地学校の級別区分に応じ、同表の下欄に掲げる支

給割合を乗じて得た額とする。

級別区分支給割合

三級百分の十六

二級百分の十二

一級百分の八

（へき地手当の月額）

第三条へき地学校に勤務する学校職員に支給するへき地手当の月額は、給

料及び扶養手当の月額の合計額に、別表第一の級別区分欄に掲げるへき地

学校の級別区分に応じ、次に定める支給割合を乗じて得た額とする。

三級百分の十六

二級百分の十二

一級百分の八

２（略）２（略）

第四条～第七条（略）第四条～第七条（略）

（削る）別表（第二条関係）

所在地学校名級別
区分

秩父市吉田太田部六六四

の二

秩父市立吉田小学校太田

部分校

三級



規

則

学
校
職
員
の
単
身
赴
任
手
当
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日

埼
玉
県
教
育
委
員
会
委
員
長

岩

本

育

子

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
四
号

学
校
職
員
の
単
身
赴
任
手
当
に
関
す
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す
る
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す
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成
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埼
玉
県
教
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会
規
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六
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）
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一
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の
よ
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す
る
。

第
十
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条
第
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を
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る
。

附

則

こ
の
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は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



学校職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表（傍線の部分は、改正部分）

新旧

学校職員の単身赴任手当に関する規則学校職員の単身赴任手当に関する規則

第一条～第十一条（略）第一条～第十一条（略）

（支給の方法）

第十二条（略）

（削る）

（支給の方法）

第十二条（略）

２学校職員が任命権者を異にして異動した場合におけるその異動し

た日の属する月の単身赴任手当は、前項本文の規定にかかわらず、

その月の初日に学校職員が所属する任命権者においてその月分を支

給する。この場合において、その任命権者は、学校職員の異動がそ

の月の給料の支給定日前であるときは、その際支給するものとする。

第十三条（略）第十三条（略）



教 職 第 １ ５ ７ ７ 号  

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長    

各 県 立 学 校 長     
関 係 課 所 館 長

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

  学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について 

の一部改正について（通知） 

「学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について」（平

成１３年３月２６日付け教職第７１１号）の一部を下記のとおり改正し、平成２

９年４月１日から適用することとしたので、通知します。 

記 

 「学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について」（平

成１３年３月２６日付け教職第７１１号）の一部を次のように改正する。 

 別表中「独立行政法人水産大学校」を「国立研究開発法人水産研究・教育機構

水産大学校」に、「（旧水産大学校」を「（旧独立行政法人水産大学校及び旧水

産大学校」に改める。 

様



「学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について」の一部改正に関する新旧対照表   （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用につい

て 

   学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用につい

て 

別表 学歴免許等資格区分表 別表 学歴免許等資格区分表 

学歴免許等の資格区分 
学 歴 免 許 等 の 資 格 

基準学歴区分 学歴区分 

１ 大学卒 １～４ （略） 

５ 大学専

攻科卒 

⑴ 国立研究開発法人水産研究・教育機

構水産大学校（旧独立行政法人水産大

学校及び旧水産大学校 を含む。以下

同じ。）専攻科（「大学四卒」を入学

資格とする修業年限１年以上のもの

に限る。）の卒業 

⑵ （略）

６ 大学４

卒 

⑴～⑸ （略）

⑹ 国立研究開発法人水産研究・教育機

構水産大学校 （「高校３卒」を入学

資格とする４年制のものに限る。）の

卒業 

⑺～⒆ （略）

２～４ （略） 

備考 （略） 

学歴免許等の資格区分 
学 歴 免 許 等 の 資 格 

基準学歴区分 学歴区分 

１ 大学卒 １～４ （略） 

５ 大学専

攻科卒 

⑴ 独立行政法人水産大学校（旧水産大

学校 を含む。以下同じ。）専攻科（「大

学四卒」を入学資格とする修業年限１

年以上のものに限る。）の卒業 

⑵ （略）

６ 大学４

卒 

⑴～⑸ （略）

⑹ 独立行政法人水産大学校 （「高校

３卒」を入学資格とする４年制のもの

に限る。）の卒業 

⑺～⒆ （略）

２～４ （略） 

備考 （略） 



教 職 第 １ ５ ７ ８ 号 

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長   

各 県 立 学 校 長     
関 係 課 所 館 長

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

学校職員の復職等に伴う号給の調整等についての一部改正について（通 

知） 

「学校職員の復職等に伴う号給の調整等について」（平成７年３月３１日付け

教職第５４４号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年４月１日から適用す

ることとしたので、通知します。 

記 

 第３項（１）ア中「様式第１号（さいたま市立学校長にあっては様式第２号）」

を「別記様式」に改め、「（さいたま市を除く。以下この号において同じ。）」及

び「、さいたま市立学校長にあっては、さいたま市教育委員会教育長に」を削り、

同項（２）中「さいたま市教育委員会教育長又は」を削る。

 第４項を次のように改める。

４ 調整の決定通知

  復職等の日及び復職等の日後における最初の昇給日において上位の号給に決

定された場合は、調整に係る発令事項（以下「発令事項」という。）を人事異

動通知書により職員本人へ通知する。また、市町村教育委員会教育長、市町村

立学校長及び県立学校長には、以下により行う方法をもって発令事項を通知し

たものとみなす。

  (1) 市町村立学校職員の復職等の場合  
市町村教育委員会教育長には発令事項の教職員人事給与情報システム（県

立学校人事課長が所管するものに限る。）への登録をもって、また、市町村

立学校長には人事異動通知書の配布をもって行う。

  (2) 県立学校職員の復職等の場合  
県立学校長には、復職の場合は人事異動通知書の配布をもって、職務復帰

の場合は人事異動通知書の総務事務システム（総務事務センター所長が所管

するものに限る。）での配信をもって行う。

様式第１号を別記様式とし、様式第２号を削る。 

様



「学校職員の復職等に伴う号給の調整等について」の一部改正に関する新旧対照表   （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

  学校職員の復職等に伴う号給の調整等について 

１・２ （略） 

３ 内申等 

⑴ 復職の場合

  ア 所属長は、休職中の職員が復帰する場合、別記様式による調書（以

下「調書」という。）を作成し、復職に関する具申書とともに、市

町村立学校長にあっては、所轄の市町村教育委員会教育長に、県立

学校長にあっては、埼玉県教育委員会教育長に提出すること。 

  イ （略） 

⑵ 職務復帰の場合

育児休業中、派遣中、大学院修学休業中、自己啓発等休業中、配偶

者同行休業中又は全日にわたり３０日以上連続する介護休暇中の職員

が職務に復帰する場合は、調書を原則として職務に復帰する日の属す

る月の前月の１０日までに前記⑴の場合に準じて埼玉県教育委員会教

育長に提出すること。 

４ 調整の決定通知

  復職等の日及び復職等の日後における最初の昇給日において上位の号 

給に決定された場合は、調整に係る発令事項（以下「発令事項」という。） 

を人事異動通知書により職員本人へ通知する。また、市町村教育委員会 

教育長、市町村立学校長及び県立学校長には、以下により行う方法をも 

って発令事項を通知したものとみなす。 

⑴ 市町村立学校職員の復職等の場合

市町村教育委員会教育長には発令事項の教職員人事給与情報システ

ム（県立学校人事課長が所管するものに限る。）への登録をもって、

また、市町村立学校長には人事異動通知書の配布をもって行う。 

⑵ 県立学校職員の復職等の場合

県立学校長には、復職の場合は人事異動通知書の配布をもって、職

務復帰の場合は人事異動通知書の総務事務システム（総務事務センタ 

   学校職員の復職等に伴う号給の調整等について 

１・２ （略） 

３ 内申等 

⑴ 復職の場合

  ア 所属長は、休職中の職員が復帰する場合、様式第１号（さいたま

市立学校長にあっては様式第２号）による調書（以下「調書」とい

う。）を作成し、復職に関する具申書とともに、市町村（さいたま

市を除く。以下この号において同じ。）立学校長にあっては、所轄

の市町村教育委員会教育長に、さいたま市立学校長にあっては、さ

いたま市教育委員会教育長に、県立学校長にあっては、埼玉県教育

委員会教育長に提出すること。 

  イ （略） 

⑵ 職務復帰の場合

育児休業中、派遣中、大学院修学休業中、自己啓発等休業中、配偶

者同行休業中又は全日にわたり３０日以上連続する介護休暇中の職員

が職務に復帰する場合は、調書を原則として職務に復帰する日の属す

る月の前月の１０日までに前記⑴の場合に準じてさいたま市教育委員

会教育長又は埼玉県教育委員会教育長に提出すること。 

４ 調整の決定通知等

⑴ 復職等の日及び復職等の日後における最初の昇給日において上位の

号給に決定された場合は、調整に係る発令事項（以下「発令事項」と

いう。）を人事異動通知書により職員本人へ通知する。また、市町村

（さいたま市を除く。）教育委員会教育長、市町村立学校長及び県立

学校長には、以下により行う方法をもって発令事項を通知したものと

みなす。

ア 市町村立学校職員の復職等の場合 

市町村（さいたま市を除く。）教育委員会教育長には発令事項の

教職員人事給与情報システム（県立学校人事課長が所管するものに

限る。）への登録をもって、また、市町村立学校長には人事異動通

知書の配布をもって行う。 

イ 県立学校職員の復職等の場合 



新 旧 

ー所長が所管するものに限る。）での配信をもって行う。  県立学校長には、復職の場合は人事異動通知書の配布をもって、

職務復帰の場合は人事異動通知書の総務事務システム（総務事務セ

ンター所長が所管するものに限る。）での配信をもって行う。 

⑵ 様式は、当分の間、従前のものによることができる。この場合にお

いて、該当欄が設けられていない事項については、適宜の方法により  

記入するものとする。 



新 旧 

印

印

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日

教育委員会教育長

学校長

別記様式

換算月数
合　　計

復　職　等　に　伴　う　給　料　等　調　書

復職時等の前日の給料

号

給

発

令

発

令

号

給

　　　　　　　　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

記

職名

 下記のとおり、内申・具申します。

教

育

事

務

所

等

受

付

印

 埼玉県教育委員会教育長　様

級

復職等に伴う給料調整について（内申・具申）

調整の種別 休職等発令年月日年齢所属所・コード（ゴム印）

発

令

換算月数

復職等予定年月日

氏名・職員番号（ゴム印）

(直近昇給時の給料)（前回休職等種別・発令年月日）

級

標準 調整

（合　算）

　　　月　　　日

標準 調整

号 号 号 号 号

調整

号

　　　年度

（合　算）

標準 調整

号

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

標準

　　　月　　　日

号

標準

調整合計

号

号

級 号給

決定表級号給

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

標準 調整調整

号

　　　年度

（合　算）

号

　　　月　　　日

　　年度

号

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

日数の合計 換算率

休職等の日数（今回復職等に係る休職等期間のみ）

病休承認日数（週休日・休日等を含む全期間）

勤務日数等（病休・介休以外の休暇を含む）

その他の日数（他の日数に該当しない期間）

印

印

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日

教育委員会教育長

学校長

様式第１号

換算月数
合　　計

復　職　等　に　伴　う　給　料　等　調　書

復職時等の前日の給料

号

給

発

令

発

令

号

給

　　　　　　　　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

記

職名

 下記のとおり、内申・具申します。

教

育

事

務

所

等

受

付

印

 埼玉県教育委員会教育長　様

級

復職等に伴う給料調整について（内申・具申）

調整の種別 休職等発令年月日年齢所属所・コード（ゴム印）

発

令

換算月数

復職等予定年月日

氏名・職員番号（ゴム印）

(直近昇給時の給料)（前回休職等種別・発令年月日）

級

標準 調整

（合　算）

　　　月　　　日

標準 調整

号 号 号 号 号

調整

号

　　　年度

（合　算）

標準 調整

号

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

標準

　　　月　　　日

号

標準

調整合計

号

号

級 号給

決定表級号給

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

標準 調整調整

号

　　　年度

（合　算）

号

　　　月　　　日

　　年度

号

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

日数の合計 換算率

休職等の日数（今回復職等に係る休職等期間のみ）

病休承認日数（週休日・休日等を含む全期間）

勤務日数等（病休・介休以外の休暇を含む）

その他の日数（他の日数に該当しない期間）



 

新 旧 

（削る。）  

印

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日 月 日

月 日

日数の合計 換算率

休職等の日数（今回復職等に係る休職等期間のみ）

病休承認日数（週休日・休日等を含む全期間）

勤務日数等（病休・介休以外の休暇を含む）

その他の日数（他の日数に該当しない期間）

号

　　　年度

（合　算）

号

　　　月　　　日

　　年度

号

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

号給

決定表級号給

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

標準 調整調整

調整合計

号

号

級

　　　月　　　日

号

標準

　　　年度

（合　算）

　　　月　　　日

標準

号 号

調整

号

　　　年度

（合　算）

標準 調整

号

（合　算）

　　　月　　　日

標準 調整

号 号 号

標準 調整

換算月数

復職等予定年月日

氏名・職員番号（ゴム印）

(直近昇給時の給料)（前回休職等種別・発令年月日）

級

調整の種別 休職等発令年月日年齢所属所・コード（ゴム印）

発

令

さいたま市教育委員会教育長　様

級

復職等に伴う給料調整について（具申）

　　　　　　　　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

記

職名

 下記のとおり具申します。

教

職

員

課

受

付

印

復　職　等　に　伴　う　給　料　等　調　書

復職時等の前日の給料

号

給

発

令

発

令

号

給

学校長

 様式第２号

換算月数
合　　計

 

 



教 職 第 １ ５ ７ ９ 号  

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長     
各 教 育 事 務 所 長    

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

  特別支援学級担当及び解任に係る給料の調整額支給調書等についての 

一部改正について（通知） 

「特別支援学級担当及び解任に係る給料の調整額支給調書等について」（平成

８年２月２６日付け教職第５２８号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年

４月１日から適用することとしたので、通知します。 

記 

 第１項（２）カ中「又はさいたま市教育委員会学校教育部教職員課」を削り、

同項（３）ア中「（さいたま市立学校長にあっては、さいたま市教育委員会学校

教育部教職員課長。イにおいて同じ。）」を削る。

 様式中「（さいたま市立小中学校にあってはさいたま市教職委員会学校教育部教

職員課長）」を削る。

様



「特別支援学級担当及び解任に係る給料の調整額支給調書等について」の一部改正に関する新旧対照表    （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

  学校職員の復職等に伴う号給の調整等について 

記 

１ 支給調書の作成等について 

（略） 

⑴ （略）

⑵ 記入方法

  ア～オ （略） 

  カ 「※判定」欄には、教育事務所において支給の可否を記入するこ

と。 

   学校職員の復職等に伴う号給の調整等について 

記 

１ 支給調書の作成等について 

（略） 

⑴ （略）

⑵ 記入方法

  ア～オ （略） 

カ 「※判定」欄には、教育事務所 又はさいたま市教育委員会学校教

育部教職員課 において支給の可否を記入すること。 

⑶ 支給調書の提出期日及び提出先等

  ア 校長は、事実の生じた日（特別支援学級を担当することを命じた

日又はその職務命令を年度の中途で解いた日をいう。）後１５日以

内に所轄の教育事務所へ支給調書を２部提出するものとする。 

  イ （略） 

２ （略） 

⑶ 支給調書の提出期日及び提出先等

  ア 校長は、事実の生じた日（特別支援学級を担当することを命じた

日又はその職務命令を年度の中途で解いた日をいう。）後１５日以

内に所轄の教育事務所（さいたま市立学校にあっては、さいたま市

教育委員会学校教育部教職員課長。イにおいて同じ。）へ支給調書

を２部提出するものとする。 

  イ （略） 

２ （略） 



 

新 旧 

 

 

 



                         教 職 第 １ ５ ８ １ 号 

                         平成２９年３月３１日 

 

 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長      
 各 県 立 学 校 長      
 各 課 所 館 長 
 

   

 

埼玉県教育委員会教育長 

                                                        （公印省略）  
 

 

「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正について（通知） 

 

「扶養手当認定事務の取扱いについて」（昭和６１年６月２５日付け教高第５

３４号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年４月１日から適用することと

したので、通知します。 

記 

 別記第１ 扶養親族（５）中「第５号」を「第６号」に改め（５）を（６）と

し、（４)を（５）とし、（３）を（４）とし、（２）中「「満２２歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にある子及び孫」のうち「子」」を「「満２２

歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子」」に改め、「をいい、

「孫」とは、実子の実子若しくは養子又は養子の実子若しくは養子」を削り、（２）

の次に次のように加える。 

(3) 「満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫」とは、実

子の実子若しくは養子又は養子の実子若しくは養子をいう。 

 別記第３ 認定第２項中「（さいたま市を除く。）」を削り、同第３項を削る。 

 別記第４ 認定基準第５項を次のように改める。 

５ 職員が他の職員と生計を共にしている場合で、当該職員間に複数の共通の扶

養親族がいるときは、当該扶養親族を分割して認定する際にも、当該扶養親族

に対する扶養手当の月額は、扶養親族１人につき、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、当該各号に定める額(当該扶養親族が条例第８条第４項に規定する特

定期間にある子である場合は、当該額に同項に規定する額を加算した額)とする。 

 (1) 共通の扶養親族が２人以上いる場合で、職員及び他の職員がいずれも配偶

者のない職員であるとき、又はそのいずれか一方が配偶者のない職員である

とき 次に掲げる扶養親族の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  ア 扶養親族としての子 ８，０００円（そのうちの１人については１０，

０００円） 

様  



   イ 扶養親族としての父母等 ６，５００円（扶養親族としての子がない場

合にあつては、そのうちの１人については９，０００円） 

  (2) 前号に掲げる場合以外の場合 扶養親族としての子については８，０００

円、扶養親族としての父母等については６，５００円 



「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正に関する新旧対照表   （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   扶養手当認定事務の取扱いについて 

別記 

第１ 扶養親族 

  職員の給与に関する条例（昭和２７年埼玉県条例第１９号。以下「条例」

という。）第８条第２項各号は、次により取扱うものとする。 

⑴ （略）

⑵ 「満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子」

とは、実子（嫡出でない場合は認知した子に限る。）又は養子をいう。

「養子」とは、民法に従い養子縁組をしたものをいう。  

⑶ 「満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫」

とは、実子の実子若しくは養子又は養子の実子若しくは養子をいう。 

⑷ 「満６０歳以上の父母及び祖父母」のうち「父母」とは、実父母又

は養父母をいい、「祖父母」とは、実父母の実父母若しくは養父母又

は養父母の実父母若しくは養父母をいう。「養父母」とは、民法に従

い養子縁組をしたものをいう。  

⑸ 「満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟

妹」とは、血族である弟妹または、養父若しくは養母の実子若しくは

養子をいう。  

⑹ 条例第８条第２項第６号に掲げる者は、疾病又は負傷により、その

回復がほとんど期待できない程度の労働能力の喪失又は機能障害を

きたし、一般に終身労務に服することができない程度のものをいう。 

第２ （略） 

第３ 認定 

１ （略） 

２ 市町村立学校職員に係る認定は、埼玉県教育委員会の権限に属する  

事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を  

定める規則（平成１８年埼玉県教育委員会規則第３２号）に基づき、当

該職員の所属校を管轄する市町村教育委員会（その委任を受けた者を含 

   扶養手当認定事務の取扱いについて 

別記 

第１ 扶養親族 

  職員の給与に関する条例（昭和２７年埼玉県条例第１９号。以下「条例」

という。）第８条第２項各号は、次により取扱うものとする。 

⑴ （略）

⑵ 「満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子及

び孫」のうち「子」とは、実子（嫡出でない場合は認知した子に限る。）

又は養子をいい、「孫」とは、実子の実子若しくは養子又は養子の実

子若しくは養子をいう。「養子」とは、民法に従い養子縁組をしたも

のをいう。 

（新設） 

⑶ 「満６０歳以上の父母及び祖父母」のうち「父母」とは、実父母又

は養父母をいい、「祖父母」とは、実父母の実父母若しくは養父母又

は養父母の実父母若しくは養父母をいう。「養父母」とは、民法に従

い養子縁組をしたものをいう。  

⑷ 「満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある 弟

妹」とは、血族である弟妹または、養父若しくは養母の実子若しくは

養子をいう。  

⑸ 条例第８条第２項第５号に掲げる者は、疾病又は負傷により、その

回復がほとんど期待できない程度の労働能力の喪失又は機能障害を

きたし、一般に終身労務に服することができない程度のものをいう。 

第２ （略） 

第３ 認定 

１ （略） 

２ 市町村（さいたま市を除く。）立学校職員に係る認定は、埼玉県教  

育委員会の権限に属する事務処理の特例に関する条例に基づき市町村  

が処理する事務の範囲を定める規則（平成１８年埼玉県教育委員会規則

第３２号）に基づき、当該職員の所属校を管轄する市町村教育委員会（そ 



新 旧 

  む。）が行う。 

（削る。） 

第４ 認定基準 

１～４ （略） 

５ 職員が他の職員と生計を共にしている場合で、当該職員間に複数の共

通の扶養親族がいるときは、当該扶養親族を分割して認定する際にも、

当該扶養親族に対する扶養手当の月額は、扶養親族１人につき、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額(当該扶養親族が条

例第８条第４項に規定する特定期間にある子である場合は、当該額に同

項に規定する額を加算した額)とする。 

⑴ 共通の扶養親族が２人以上いる場合で、職員及び他の職員がいずれ

も配偶者のない職員であるとき、又はそのいずれか一方が配偶者のない

職員であるとき 次に掲げる扶養親族の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

  ア 扶養親族としての子 ８，０００円（そのうちの１人については１

０，０００円） 

  イ 扶養親族としての父母等 ６，５００円（扶養親族としての子がな

い場合にあつては、そのうちの１人については９，０００円） 

⑵ その他の場合 扶養親族としての子については８，０００円、扶養

親族としての父母等については６，５００円 

６ （略） 

第６・第７ （略） 

別表 （略） 

  の委任を受けた者を含む。）が行う。 

  ３ さいたま市立学校職員に係る認定は、さいたま市教育委員会（その  

委任を受けた者を含む。）が行う。 

第４ 認定基準 

１～４ （略） 

５ 職員が他の職員と生計を共にしている場合で、当該職員間に複数の共

通の扶養親族がいるときは、当該扶養親族を分割して認定する際にも、

当該扶養親族に対する扶養手当の月額は、次に定める額(当該扶養親族

が条例第８条第４項に規定する特定期間にある子である場合は、当該額

に同項に規定する額を加算した額)とする。 

⑴ 共通の扶養親族が２人以上いる場合で、職員及び他の職員がいずれ

も配偶者のない職員であるとき、又はそのいずれか一方が配偶者のな

い職員であるときは、そのうちの１人については、１１，０００円 

⑵ その他の場合は、６，５００円

６ （略） 

第６・第７ （略） 

別表 （略） 



 教 職 第 １ ５ ８ ２ 号  

 平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長    

各 県 立 学 校 長   

関 係 課 所 館 長 

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

「新幹線鉄道等の利用に係る通勤手当の取扱いについて」の一部改正 

について（通知） 

「新幹線鉄道等の利用に係る通勤手当の取扱いについて」（平成１６年３月３

１日付け教職第３１２０号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年４月１日

から適用することとしたので、通知します。 

記 

 第３項（１）中「（さいたま市立学校にあっては別紙１―２。）」、「（さい

たま市立学校にあってはさいたま市教育委員会学校教育部教職員課長。以下同

じ。）」を削る。 

第５項（４）中「（さいたま市立学校職員にあっては別紙３―２。）」を削る。 

別紙１―２を削る。 

別紙３中「（３）」を「（４）」に改める。 

別紙３―２を削る。 

様



「新幹線鉄道等の利用に係る通勤手当の取扱いについて」の一部改正に関する新旧対照表   （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   新幹線鉄道等の利用に係る通勤手当の取扱いについて 

記 

１・２ （略） 

３ 認定手続 

⑴ 教職員課長への事前協議

新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等の通勤手当の認定の可否を決

定する場合は、当分の間、別紙１「通勤手当協議書」により教職員課  

長に事前協議を行うこと。（鉄道、バス等のダイヤ改正が行われた場  

合等も同様とする。）  

      協議の結果、新幹線鉄道等の利用を認定された者については、当該  

協議書を通勤届（通勤届に記載する所要事項を学校職員の通勤手当に  

関する規則（昭和３３年埼玉県教育委員会規則第５号）第３条第３  

項又は通勤手当に関する規則（昭和３３年埼玉県人事委員会規則７  

―２４）第三条第三項の総務事務システムに記録しているときは、  

当該記録（以下「総務事務システムの記録」という。）を含む。）とと

もに保管すること。   

      ただし、「１ 認定要件」（１）ただし書に該当する場合は、教職員

課長への事前協議を要しないものとする。 

⑵ （略）

４ （略） 

５ 事後の確認 

  通勤手当上、新幹線鉄道等の利用を認定された者については、少なく 

とも３か月に１度以上、交通機関等の区分に応じて次によりその利用状 

況を確認し、別紙２「新幹線鉄道等利用確認書」に記載して、通勤届（総 

務事務システムの記録を含む。）とともに保管すること。 

⑴～⑶ （略）

⑷ 回数券が発売されていない又は利用できない列車

別紙３「新幹線鉄道等利用申出書」による利用者本人の申し出

   新幹線鉄道等の利用に係る通勤手当の取扱いについて

記

１・２ （略） 

３ 認定手続 

⑴ 教職員課長への事前協議

新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等の通勤手当の認定の可否を決

定する場合は、当分の間、別紙１（さいたま市立学校にあっては別紙  

１―２。）「通勤手当協議書」により教職員課長（さいたま市立学校  

にあってはさいたま市教育委員会学校教育部教職員課長。以下同じ。） 

に事前協議を行うこと。（鉄道、バス等のダイヤ改正が行われた場合  

等も同様とする。） 

      協議の結果、新幹線鉄道等の利用を認定された者については、当該  

協議書を通勤届（通勤届に記載する所要事項を学校職員の通勤手当に  

関する規則（昭和３３年埼玉県教育委員会規則第５号）第３条第３  

項又は通勤手当に関する規則（昭和３３年埼玉県人事委員会規則７  

―２４）第３条第３項の総務事務システムに記録しているときは、  

当該記録（以下「総務事務システムの記録」という。）を含む。）と  

ともに保管すること。   

      ただし、「１ 認定要件」（１）ただし書に該当する場合は、教職  

員課長への事前協議を要しないものとする。 

⑵ （略）

４ （略） 

５ 事後の確認 

  通勤手当上、新幹線鉄道等の利用を認定された者については、少なく 

とも３か月に１度以上、交通機関等の区分に応じて次によりその利用状

況を確認し、別紙２「新幹線鉄道等利用確認書」に記載して、通勤届（総

務事務システムの記録を含む。）とともに保管すること。 

⑴～⑶ （略）

⑷ 回数券が発売されていない又は利用できない列車

別紙３（さいたま市立学校職員にあっては別紙３―２。）「新幹線



新 旧 

⑸ （略）

別紙１ （略） 

（削る。） 

  鉄道等利用申出書」による利用者本人の申し出 

⑸ （略）

別紙１ （略） 



新 旧 

別紙２ （略） 別紙２ （略） 



新 旧 



新 旧 

（削る。） 



教 職 第 １ ５ ８ ３ 号 

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長   

各 県 立 学 校 長     
関 係 課 所 館 長

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」の一部改正について（通 

知） 

「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」（平成２年３月３１日付け教職

第６２９号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年４月１日から適用するこ

ととしたので、通知します。 

記 

第２ 認定第２項中「（さいたま市を除く。）」を削る。 

第２ 認定第３項を削る。 

様



「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」の一部改正に関する新旧対照表   （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   学校職員の単身赴任届等の取扱いについて

記

第１ （略） 

第２ 認定 

１ （略） 

２ 市町村立学校職員に係る認定は、埼玉県教育委員会教育長の権限に  

属する事務の委任及び決裁に関する規程（昭和５６年埼玉県教育委員

会教育長訓令第５号）に基づき、所轄の教育事務所長が行う。 

（削る。） 

第３・第４ （略） 

   学校職員の単身赴任届等の取扱いについて

記

第１ （略） 

第２ 認定 

１ （略） 

２ 市町村（さいたま市を除く。）立学校職員に係る認定は、埼玉県教  

育委員会教育長の権限に属する事務の委任及び決裁に関する規程（昭

和５６年埼玉県教育委員会教育長訓令第５号）に基づき、所轄の教育

事務所長が行う。 

  ３ さいたま市立学校職員にかかる認定は、さいたま市教育委員会学

校教育部教職員課が行う。 

第３・第４ （略） 



教 職 第 １ ５ ８ ４ 号  

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長    

各 県 立 学 校 長     
関 係 課 所 館 長

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

「学校職員の管理職員特別勤務手当の支給等について」の一部改正に 

ついて（通知） 

「学校職員の管理職員特別勤務手当の支給等について」（平成２７年３月２７

日付け教職第１３６５号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年４月１日か

ら適用することとしたので、通知します。 

記 

 第５項中「（さいたま市立学校職員にあってはさいたま市教育委員会学校教育

部教職員課長）」を削る。 

様



「学校職員の管理職員特別勤務手当の支給等について」の一部改正に関する新旧対照表    （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   学校職員の管理職員特別勤務手当の支給等について

記

１～４ （略） 

５ 管理職員特別勤務手当の支給に係る協議 

  管理職員特別勤務手当の支給に当たっては、当分の間、教職員課長と 

協議のうえ行うものとする。 

   学校職員の管理職員特別勤務手当の支給等について

記

１～４ （略） 

５ 管理職員特別勤務手当の支給に係る協議 

  管理職員特別勤務手当の支給に当たっては、当分の間、教職員課長（さ 

いたま市立学校職員にあってはさいたま市教育委員会学校教育部教職員 

課長）と協議のうえ行うものとする。 



教 職 第 １ ５ ８ ５ 号  

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長    

各 県 立 学 校 長     
関 係 課 所 館 長

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」の一部改正につ 

いて（通知） 

「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」（昭和３９年３月１６日

付け３９教学発第２４５号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年４月１日

から適用することとしたので、通知します。 

記 

 第１０項中「又は基準日の属する年度の前年度末現在満５４歳以上の学校職員

（地方公務員法（昭和２５年２６１号。以下「法」という。）第２８条の４第１

項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採

用された学校職員（以下「再任用学校職員」という。）を除き、平成２５年１２

月１日において、前年度末現在満５４歳以上であることにより加算割合が１００

分の１０の適用を受けていた職員（規則第３条第２号イからトまでに掲げる職員

であったものに限る。）に限る。）」及び「し、同表の学校職員欄の「職務の級

５級及び４級の学校職員」欄に対応する加算割合欄の「教育委員会が別に定める

学校職員」は、基準日の属する年度の前年度末現在満５４歳以上の学校職員（再

任用学校職員を除き、平成２５年１２月１日において、加算割合が１００分の１０ の

適用を受けていた学校職員に限る。）と」を削る。 

 第１１項中「の「教育委員会が特に必要と認めるもの」は、次に掲げる学校職

員（臨時的に任用されている学校職員を除く。）」を「において加算割合が１００ 分

の５と定められている学校職員の区分に属する学校職員として「教育委員会が特

に必要と認めるもの」は、教育職給料表（１）の職務の級１級及び教育職給料表

（２）の職務の級１級の学校職員のうち、基準日現在の経験年数が１５年（大学

４卒）以上であるもの（臨時的に任用されている学校職員を除く。）」と改め、

同項（１）及び（２）を削る。 

 第２１項を削り、第２２項（２）中「（法」を「（地方公務員法（昭和２５年

２６１号。以下「法」という。）」に改め、同項を第２１項とし、第２３項を第

様



２２項とする。 



「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」の一部改正について      （傍線の部分は、改正部分） 

新 旧 

   学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について 

１～９ （略） 

10 規則別表第１の「教育職給料表（１）」の項の学校職員欄の「職務の級 

３級及び特２級の学校職員」に対応する加算割合欄の「教育委員会が別 

に定める学校職員」は、教育職給料表（１）の適用を受ける副校長の職 

にある学校職員とし、同表の学校職員欄の「職務の級２級の学校職員」 

に対応する加算割合欄の「教育委員会が別に定める学校職員」は、基準 

日現在の経験年数が２７年（大学４卒）以上の学校職員とし、同表の「教 

育職給料表（２）」の項の学校職員欄の「職務の級３級及び特２級の学校 

職員」に対応する加算割合欄の「教育委員会が別に定める学校職員」は、 

教育職給料表（２）の適用を受ける副校長の職にある学校職員とする。 

11 規則別表第１の備考第１項において加算割合が１００分の５と定めら

れている学校職員の区分に属する学校職員として「教育委員会が特に必

要と認めるもの」は、教育職給料表（１）の職務の級１級及び教育職給

料表（２）の職務の級１級の学校職員のうち、基準日現在の経験年数が

１５年（大学４卒）以上であるもの（臨時的に任用されている学校職員

を除く。）とする。 

（削る。） 

  学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について 

１～９ （略） 

10 規則別表第１の「教育職給料表（１）」の項の学校職員欄の「職務の級 

３級及び特２級の学校職員」に対応する加算割合欄の「教育委員会が別 

に定める学校職員」は、教育職給料表（１）の適用を受ける副校長の職 

にある学校職員とし、同表の学校職員欄の「職務の級２級の学校職員」 

に対応する加算割合欄の「教育委員会が別に定める学校職員」は、基準 

日現在の経験年数が２７年（大学４卒）以上の学校職員又は基準日の属 

する年度の前年度末現在満５４歳以上の学校職員（地方公務員法（昭和 

２５年２６１号。以下「法」という。）第２８条の４第１項、第２８条の 

５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用され 

た学校職員（以下「再任用学校職員」という。）を除き、平成２５年１２ 

月１日において、前年度末現在満５４歳以上であることにより加算割合 

が１００分の１０の適用を受けていた職員（規則第３条第２号イからト 

までに掲げる職員であったものに限る。）に限る。）とし、同表の「教育 

職給料表（２）」の項の学校職員欄の「職務の級３級及び特２級の学校職 

員」に対応する加算割合欄の「教育委員会が別に定める学校職員」は、 

教育職給料表（２）の適用を受ける副校長の職にある学校職員とし、同 

表の学校職員欄の「職務の級５級及び４級の学校職員」欄に対応する加 

算割合欄の「教育委員会が別に定める学校職員」は、基準日の属する年 

度の前年度末現在満５４歳以上の学校職員（再任用学校職員を除き、平 

成２５年１２月１日において、加算割合が１００分の１０の適用を受け 

ていた学校職員に限る。）とする。 

11 規則別表第１の備考第１項の「教育委員会が特に必要と認めるもの」 

は、次に掲げる学校職員（臨時的に任用されている学校職員を除く。）と 

する。 

⑴ 加算割合が１００分の１０と定められている学校職員の区分に属す

る学校職員として「教育委員会が特に必要と認めるもの」は、教育職給 



新 旧 

（削る。） 

12～20 （略） 

（削る。） 

21 規則第６条、第７条、第１２条及び第１３条の期間の計算については、 

次の各号に定めるところによる。 

⑴ （略）

⑵ １月に満たない期間が２以上ある場合は、これらの期間を合算する

ものとし、これらの期間の計算については、日を月に換算する場合は

３０日をもつて１月とし、時間を日に換算する場合は７時間４５分（地

方公務員法（昭和２５年２６１号。以下「法」という。）第２８条の４

第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項

の規定により採用された職員で法第２８条の５第１項に規定する短時

間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務学校職員」という。）

又は育児休業法第１８条第１項に規定する短時間勤務職員（以下「短

時間勤務学校職員」という。）であつた期間にあつては、当該期間（当

該期間において週その他の一定期間を周期として一定の勤務時間数が

繰り返されていた場合にあつては、当該一定期間。以下この号におい

て「算定期間」という。）における勤務時間数を算定期間における勤務

時間条例第４条第２項本文の規定の適用を受ける職員の勤務時間数で

除して得た数に７．７５を乗じて得た時間）をもつて１日とする。 

  料表（１）の職務の級１級及び教育職給料表（２）の職務の級１級の

学校職員（再任用学校職員を除く。）のうち、基準日の属する年度の  

前年度末現在満５４歳以上であるもの（平成２５年１２月１日におい  

て、加算割合が１００分の１０の適用を受けていた学校職員に限る。）  

とする。 

⑵ 加算割合が１００分の５と定められている学校職員の区分に属する

学校職員として「教育委員会が特に必要と認めるもの」は、教育職給  

料表（１）の職務の級１級及び教育職給料表（２）の職務の級１級の

学校職員のうち、基準日現在の経験年数が１５年（大学４卒）以上で

あるものとする。 

12～20 （略） 

21 さいたま市教育委員会が規則第１７条の規定により読み替える規則第  

７条の３及び第７条の５第２項の規定により人事委員会に協議する場

合 、規則第７条の６の規定により人事委員会に通知する場合並びに規則  

７条の８の規定により人事委員会に提出する場合には、埼玉県教育委員  

会を経由するものとする。 

22 規則第６条、第７条、第１２条及び第１３条の期間の計算については、 

次の各号に定めるところによる。 

⑴ （略）

⑵ １月に満たない期間が２以上ある場合は、これらの期間を合算する

ものとし、これらの期間の計算については、日を月に換算する場合は

３０日をもつて１月とし、時間を日に換算する場合は７時間４５分（法

第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員で法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務学校

職員」という。）又は育児休業法第１８条第１項に規定する短時間勤務

職員（以下「短時間勤務学校職員」という。）であつた期間にあつては、

当該期間（当該期間において週その他の一定期間を周期として一定の

勤務時間数が繰り返されていた場合にあつては、当該一定期間。以下

この号において「算定期間」という。）における勤務時間数を算定期間

における勤務時間条例第４条第２項本文の規定の適用を受ける職員の

勤務時間数で除して得た数に７．７５を乗じて得た時間）をもつて１

日とする。 



新 旧 

⑶～⑺ （略）

22 第９項から第１１項までの「基準日現在の経験年数」の算定について 

は、基準日を含む期間について経験年数を算定する。 

⑶～⑺ （略）

23 第９項から第１１項までの「基準日現在の経験年数」の算定について 

は、基準日を含む期間について経験年数を算定する。 



教 職 第 １ ５ ５ ５ 号

平成２９年３月３１日

各市町村教育委員会教育長 

各 市 町 村 立 学 校 長 

総務部総務事務センター所長 

各 県 立 学 校 長 

関係各課（所・館）長 

埼玉県教育委員会教育長

 （公印省略）

「勤勉手当の支給にかかる成績率について」の廃止について（通知） 

 平成１４年３月２９日付け教職第９４４号「勤勉手当の支給にかかる成績率について（通

知）」は、廃止します。

様



教 職 第 １ ５ ８ ６ 号  

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長    

各 県 立 学 校 長     
関 係 課 所 館 長

埼玉県教育委員会教育長 

（公印省略） 

「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について（通知） 

「勤勉手当の成績率の運用について」（平成１４年３月２９日付け教職第９４５

号）の一部を下記のとおり改正したので、平成２９年４月１日以降は、これによ

ってください。 

記 

「人事委員会通知中「（２）特定幹部職員」について、学校職員においては該当

者はいないので念のため申し添えます」を「教育四級職員については、人事委員

会通知中「（２）特定幹部職員」に準じて取扱います」に改める。

様



「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正に関する新旧対照表     （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   勤勉手当の成績率の運用について 

 勤勉手当の支給にかかる成績率については、学校職員の期末手当及び勤

勉手当に関する規則（昭和３９年埼玉県教育委員会規則第４号）第１４条

の規定に基づき、勤勉手当の支給にかかる成績率について（平成１４年３

月２９日付け教職第９４４号）により定められているところですが、懲戒

処分を受けた者の成績率については、平成１４年３月２９日付け人委第１

１９９号（以下「人事委員会通知」という。）により決定することとした

ので、平成１４年４月１日以降これにより実施願います。 

 なお、教育四級職員については、人事委員会通知中「（２）特定幹部職員」

に準じて取扱います。 

また、平成１１年４月１日付け教職第４号は廃止します。 

   勤勉手当の成績率の運用について 

 勤勉手当の支給にかかる成績率については、学校職員の期末手当及び勤

勉手当に関する規則（昭和３９年埼玉県教育委員会規則第４号）第１４条

の規定に基づき、勤勉手当の支給にかかる成績率について（平成１４年３

月２９日付け教職第９４４号）により定められているところですが、懲戒

処分を受けた者の成績率については、平成１４年３月２９日付け人委第１

１９９号（以下「人事委員会通知」という。）により決定することとした

ので、平成１４年４月１日以降これにより実施願います。 

 なお、人事委員会通知中「(2) 特定幹部職員」について、学校職員にお

いては該当者はいないので念のため申し添えます。 

また、平成１１年４月１日付け教職第４号は廃止します。 



教 職 第 １ ５ ８ ７ 号 

平成２９年３月３１日 

各市町村教育委員会教育長

各 市 町 村 立 学 校 長   

各 県 立 学 校 長     
関 係 課 所 館 長

埼玉県教育委員会教育長 

  （公印省略）

「学校職員の特殊勤務手当の運用について」の一部改正について（通知） 

「学校職員の特殊勤務手当の運用について」（平成１１年３月３０日付け教職

第６７０号）の一部を下記のとおり改正し、平成２９年４月１日から適用するこ

ととしたので、通知します。 

記 

第１ 多学年学級担当手当関係第３号中の表を次のように改める。 

県
立
中
学
校

市
町
村
立
学
校

学
校
の
種
類

別
紙
様
式
第
一
―
二

別
紙
様
式
第
一

様
式

教
職
員
課
長

所
轄
の
教
育
事
務
所
長

提
出
先

別紙様式１―２を削り、別紙様式１―３を別紙様式１―２とする。 

様



「学校職員の特殊勤務手当の運用について」の一部改正について    （傍線の部分は、改正部分） 

新 旧 

  学校職員の特殊勤務手当の運用について 

記 

第１ 多学年学級担当手当関係 

１・２ （略） 

３ 多学年学級担当手当の支給に当たっては、次に掲げる学校の種類に応 

じて別紙様式を作成し、あらかじめ提出するものとする。 

県
立
中
学
校

市
町
村
立
学
校

学
校
の
種
類

別
紙
様
式
第
一
―
二

別
紙
様
式
第
一

様
式

教
職
員
課
長

所
轄
の
教
育
事
務
所
長

提
出
先

第２～第６ （略） 

別紙様式第１ （略） 

  学校職員の特殊勤務手当の運用について 

記 

第１ 多学年学級担当手当関係 

１・２ （略） 

３ 多学年学級担当手当の支給に当たっては、次に掲げる学校の種類に応 

じて別紙様式を作成し、あらかじめ提出するものとする。 

県
立
中
学
校

さ
い
た
ま
市
立
学
校

市
町
村
（
さ
い
た
ま
市

を
除
く
。
）
立
学
校

学
校
の
種
類

別
紙
様
式
第
一
―
三

別
紙
様
式
第
一
―
二

別
紙
様
式
第
一

様
式

教
職
員
課
長

さ
い
た
ま
市
教
育
委
員
会

学
校
教
育
部
教
職
員
課
長

所
轄
の
教
育
事
務
所
長

提
出
先

第２～第６ （略） 

別紙様式第１ （略） 



新 旧 

（削る。） 



新 旧 

別紙様式第２～別紙様式第６ （略） 別紙様式第２～別紙様式第６ （略） 



人 第 １ １ ３ ８ 号

平成２９年３月３０日

本庁各課（所）長

 様

各地域機関の長

総務部人事課長 

職員の旅費に関する条例等の運用方法について（通知）

 職員の旅費に関する条例等の運用方法について（平成１０年３月２７日付け人

第１３６１号）の一部を下記のとおり改正したので、平成２９年４月１日からこ

れにより取り扱うこととしてください。

記

条例第１４条関係第４項第５号中「「のぞみ」」の下に「並びに東北新幹線及

び北海道新幹線の東京－新函館北斗間を運行する「はやぶさ」」を加える。 

担 当：給与担当 

内 線：２４３９ 



職員の旅費に関する条例等の運用方法について（通知）の一部改正に関する新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

条例第１４条関係（鉄道賃） 

１～３（略） 

４ 急行料金 

（１）～（４）（略） 

（５） 東海道新幹線及び山陽新幹線の東京－博多間を運行する「のぞみ」並び

に東北新幹線及び北海道新幹線の東京－新函館北斗間を運行する「はやぶ

さ」の利用に係る特別急行料金は、旅行命令権者が必要と認めるときに限

り支給すること。 

条例第１４条関係（鉄道賃） 

１～３（略） 

４ 急行料金 

（１）～（４）（略） 

（５） 東海道新幹線及び山陽新幹線の東京－博多間を運行する「のぞみ」の利

用に係る特別急行料金は、旅行命令権者が必要と認めるときに限り支給す

ること。 
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